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世界のエネルギー需要の見通し

（単位：石油換算百万トン）
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世界の一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量の資源別推移と見通し
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Annex Ⅰの人口と排出量Annex-Ⅰの人口と排出量
２０００年 AnnexⅠ Non-Annex Ⅰ

人口 19.7％ 80.3％

GHG排出量 46％ 54％GHG排出量 46％ 54％



部門別に見た世界のGHG排出量
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GHGの累積削減量GHGの累積削減量

出典：IPCC、AR４（2007）



発電プラントのライフサイクルCO 排出量発電プラントのライフサイクルCO2排出量

出典：IPCC、AR４（2007）



エネルギ 供給技術によるエネルギー供給技術による
GHG削減ポテンシャル

低ケース 高ケース

出典：IPCC、AR４（2007）



エネルギー自給率と資源の可採年数ネルギ 自給率と資源の可採年数

原子力を除けば、主要先進諸国の中で我が国のエネルギー自給率は非常に低く、わずか４％である

ネ ギ 資源 限 があ 世 資源獲得競争が激化する 能性もある

世界のエネルギ 資源確認可採年数

エネルギー資源には限りがあり､世界で資源獲得競争が激化する可能性もある｡

主要国のエネルギー自給率（２００４年） 世界のエネルギー資源確認可採年数
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国内のエネルギー情勢

近年、我が国の民生部門、運輸部門のエネルギー消費の伸びが顕著

であり、今後とも引き続き増加の見込みです。

部門別最終エネルギー消費量の推移 日本の一次エネルギー供給の推移

現在、エネルギーの5割弱を石油に依存している状況です。

部門別最終 ネルギ 消費量の推移 日本の 次エネルギ 供給の推移
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資料：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、内閣府「国民経済計算年報」、（財）日本エネルギー経
済研究所「エネルギー・経済統計要覧」





GHG排出抑制を考慮した省エネルギ 対策GHG排出抑制を考慮した省エネルギー対策

●産業構造の変換●産業構造 変換
（サービス・情報産業、素材リサイクル産業）

●エネルギー・燃料転換
（電力シフト、天然ガス利用、原子力・再生可能エネルギー開発）

●規制強化・課税
（自主行動計画から協定へ、省エネ基準、環境税）

●インフラ改善
密 ブ ダ（高断熱・高気密、パッシブソーラーハウス、モーダルシフト、渋滞解消）

●高効率技術

（産業技術の高効率化 民生 運輸部門のト プランナ 製品 ヒ トポンプ（産業技術の高効率化、民生・運輸部門のトップランナー製品、ヒートポンプ、
コージェネレーション）

●意識改革●意識改革
（ライフスタイルの変換、広報活動、エネルギー環境教育）



部門別にみた省エネルギー対策部 策
総合資源エネルギー調査会省エネルギー部会報告書(2001年)

対策方法 省エネ量 [万ｷﾛﾘｯﾄﾙ]

[産業部門][産業部門] 2,050

・省エネ法に基づく措置の強化（経団連自主行動計画と第一種ｴﾈﾙｷﾞｰ管理指定工場に係る措置の強化）
・中堅工場等の省エネ対策（第二種ｴﾈﾙｷﾞｰ管理指定工場に対する現行規制のフォローアップ）
・高性能工業炉の加速的普及[中小企業対象]

2,010

40

[民生部門] 1,860

・省エネ法に基づく措置の強化（ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ規制による機器効率の改善）
・住宅・建築物の省エネ性能向上
・家庭用ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ(HEMS)の普及

540
860
90家庭用 ﾈﾙｷ ﾏﾈ ｼ ﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ(HEMS)の普及

・業務用ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ(BEMS)の普及[うちESCOによる効果]
・トップランナー機器の拡大
・高効率機器の加速的普及
・待機時消費電力の削減

90
160 [100]
120
50
40

[運輸部門] 1,690

・省エネ法に基づく措置の強化（ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ規制による機器効率の改善）
・交通システムによる省エネ
・トップランナー基準適合車の加速的導入

ブ ド自 車等車種 多様

540
970
50

・ハイブリッド自動車等車種の多様化
・クリーンエネルギー車の普及促進

50
80

[部門横断的対策] 新たな技術開発
・高性能ボイラ
高性能レ ザ

100
40
10・高性能レーザ

・高効率照明など
・クリーンエネルギー自動車の高性能化

10
50
－

合計 5,700



茨城県の最終エネルギー消費の推移（GJ）茨城県の最終エネルギー消費の推移（GJ）
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茨城県の最終エネルギー消費茨城県の最終 ネルギ 消費
（エネルギー種別構成比）の推移
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エネルギー起源のCO2排出量（概算）ネルギ 起源のCO2排出量（概算）
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茨城県の最終エネルギー消費の推移
（1990年＝100）

160
運輸部門 業務部門

148 148
146

125 125

135

140 141

130

140

150

114

120 119

125
120

125

121
125 124

117110

120

130

90

100

60

70

80

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003

産業部門 運輸部門 家庭部門 業務部門 最終消費計 実質県内総生産



製造業におけるエネルギー消費種別構成
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運輸部門のエネルギー消費の構成比の推移
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自家用乗用車の保有台数の推移
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自動車の保有台数と自動車の保有台数と
1台当たりの燃料消費の推移（90年=100）
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業務部門のエネルギ 消費の構成比の推移業務部門のエネルギー消費の構成比の推移

茨城県 全国
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業務部門のエネルギー消費と床面積の推移業務部門のエネルギー消費と床面積の推移
（90年=100）
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家庭部門のエネルギー消費の構成比の推移
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年間世帯当たりのエネルギー消費（MJ）
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茨城県 人 と世帯数 推移茨城県の人口と世帯数の推移
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３Eローカルモデルの概要３Eロ カルモデルの概要

人口・経済・産業の展望

Economics
地
方

需給モデル（地域産業連関分析法）

Economics
国
の
政
策

方
自
治
体

供給 デ （ ネ ギ 多層評価 デ ）

Energy Environment
策 の

政
策

供給モデル（エネルギーチェーン多層評価モデル）

地方自治体におけるエネルギー・環境政策を支援地方自治体におけるエネルギー・環境政策を支援
エネルギー自給率向上、二酸化炭素削減、省エネルギー効果、

新エネルギー普及量、地域社会の経済と雇用創出



需給モデルの各種パラメータの推計方法

2000年全国産業連関表政府予測

2030年のGDP
2030年の7部門の総生産額シェ
ア

粗付加価値あたりの総生産額
各部門の総生産額あたりの中間投入
中間需要シェア
素材型の総生産額シェア素材型の総生産額シェア

2030年の輸出・輸入 輸出・輸入シェア

RAS法 2030年最終需要

2000年茨城県産業連関表

各部門総生産額成長率
係数 係数

輸出、輸入成長率総生産額あたりの移入・移出

r係数、s係数

茨城県とその他の地域のチェネリー・モーゼス型モデルの
地域間産業連関表



茨城県のCO2排出量の推計（BAU)
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CO の間接排出量の内訳（BAU)CO2の間接排出量の内訳（BAU)
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エネルギー技術評価モデルエネルギ 技術評価モデル
（エネルギーチェーン多層評価モデル）の概要

チェーン作成データベース

環境性

効率性
評価シート

計算ルーチン

経済性
評価シート

環境性
評価シート

計算結果グラフ化



CO 排出原単位の比較（家庭CGSと大規模電源）CO2排出原単位の比較（家庭CGSと大規模電源）

~HPなし温熱供給~~HPなし温熱供給~
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今後のシナリオ分析について
●経済シナリオ●経済シナリオ

県の人口構成、産業構造、雇用、家計所得、輸入・輸出、移入・移
出、輸送量

●省エネルギーシナリオ
産業部門（燃料転換、高効率産業機器）
運輸部門（燃費改善 モ ダルシフト）運輸部門（燃費改善、モーダルシフト）

民生部門（コージェネレーション、ヒートポンプ、高効率照明・家電
製品）製品）

●新エネルギーシナリオ
水素利用システム（副生水素、燃料電池、etc.)

生 能 ネ ギ 太陽光 バ再生可能エネルギー（太陽光、風力、バイオマス、etc.）
新型電池利用システム（プラグインハイブリッド車、電気自動車、
民生部門利用）民生部門利用）



期待される成果期待される成果

経済シナリオ 省エネルギ シナリオ 新エネルギ シナリオ経済シナリオ、省エネルギーシナリオ、新エネルギーシナリオ

エネルギー需給モデル エネルギー技術評価モデル
（マクロから見た３E評価） （インフラ整備から見た３E評価）

地方自治体におけるエネルギー・環境政策を支援地方自治体におけるエネルギー・環境政策を支援





ネ ギ 供給 基本要件エネルギー供給の基本要件

エネルギー資源の生産
（化石燃料、原子力、 エネルギーセキュリティ
再生可能エネルギー）

賦存性、安定性
一次エネルギー

供給システム
（エネルギー転換・輸送・貯蔵）

社会的受容
（ 転換 輸送 貯蔵）

供給基盤整備
環境性、安全性

二次エネルギー

最終エネルギー消費
（産業、運輸、民生）

立地性、信頼性

持続可能な発展（産業活動、人々の生活）



基本要件とは基本要件とは

● エネルギーセキュリティ：安定した資源調達
賦存量（豊富で安価な資源）

安定性（安定した供給と価格）

● 供給基盤整備：信頼できる供給● 供給基盤整備：信頼できる供給
立地性（地元が受け入れる供給設備の整備）

信頼性（信頼性の高い設備運用）信頼性（信頼性 高 設備 用）

● 社会的受容：安全と安心の確保
環境性（環境影響の最小化）環境性（環境影響の最小化）

安全性（安心できる安全管理）



基本要件とリスク基本要件とリスク

リスク要因 対策リスク要因 対策

エネルギー
セキュリティ

資源枯渇（長期）
資源の偏在性
供給途絶（資源保有国、シーレーン）

備蓄
資源開発
供給国の分散、予防的な外交

燃料価格変動 代替エネルギー開発、エネルギー有効利
用技術の開発

基盤整備 立地問題、大型設備投資、離島・僻地への供給
高経年化設備

エネルギー貯蔵（化石燃料、電気、熱）

デマンドサイドマネジメント（需給調整契約高経年化設備
需要変動(負荷率の悪化、季節・時間帯負荷変動）
停電（自然災害、ヒューマンエラー、輪番停電）

デマンドサイドマネジメント（需給調整契約、
季節時間帯別料金など）
予備力、設備診断

社会的受容 事故（炭坑事故、タンカー座礁、ガス爆発、ダム決 技術開発（安全、環境）社会的受容 事故（炭坑事故、タンカ 座礁、ガ 爆発、ダ 決
壊、原子力事故、風車への落雷など）
テロ行為、核拡散
環境汚染（大気、水、土壌）
地球温暖化

技術開発（安 、環境）
保安管理、モニタリング
緊急時対応システム
国際・国内リスク管理システム
代替エネルギー、高効率技術開発暖

高調波・電磁界
風評被害

代
安全文化



基本要件からみた化石燃料、原子力、基本要件からみた化石燃料、原子力、
再生可能エネルギーの特徴

化石燃料 原子力 再生可能エネルギー

エネルギーセキュリ ・石炭を含めた資源量は ・プルトニウムを含めた資 ・資源量は潜在的に豊富だがネルギ セキ リ
ティ確保
（賦存性、安定性）

豊富でコストは安価。

・価格変動が大きく供給途
絶への不安がある。

源量は豊富でコストは安定
かつ安価。

・燃料途絶の不安は小さい
。

コスト高。
・供給途絶がない

供給基盤整備
（供給力、信頼性）

・燃料を供給するインフラ
施設の整備。

・設備の信頼性と負荷へ

・核燃料サイクル施設の整
備。
・設備の信頼性は高い

・季節、週、日で出力が変動す
る。

・太陽光や風力など間欠的エ設備の信頼性と負荷へ
の追従能力に優れている
。

・発電設備の電気の質も
高い。

設備の信頼性は高い。

・発電設備の電気の質は高
い。

太陽光や風力など間欠的エ
ネルギーによる発電施設の場
合、出力、電圧、周波数に変
動がある。

高い。

社会的受容
（環境性、安全性）

・大気汚染物質と温室効
果ガスの放出。

・タンカーの座礁、ガス爆
発 炭坑事故 不安があ

・放射性廃棄物の隔離。

・重大事故と核拡散問題へ
の不安がある。

・最もクリーンで安全と言われ
ている。

発、炭坑事故の不安があ
る。



基本要件と経済性

エネルギーセキュリティエネルギ セキュリティ

経済性

基盤整備 社会的受容基盤整備 社会的受容



原子力の特徴原子力の特徴

安全 安心問題必要性 安全・安心問題
①事故は（運転ミス、地震・津波など）？
②経年化の影響は？
③ 極集中の危険

必要性
①エネルギー安全保障
②地球温暖化
③ ギ ③一極集中の危険？

④放射能汚染は？
⑤管理体制への不信感？
⑥核テロは？

③化石燃料の代替エネルギー
④エネルギーの安定供給
⑤安定した価格

⑥核テロは？

社会的リスクへの不安 技術的リスクへの不安

１００％のリスク削減は不可能

リスクの相対比較（確率によるリスク評価）

のリ ク削減は不可能

リスクの相対比較（確率によるリスク評価）



原子力開発の課題

①中越沖地震を教訓にして新しい耐震設計基準をどのように
受け入れていくのか？受け入れていくのか？

②経年化に伴う安全性はどのように確保されるのか？

③固有安全炉など新しい技術開発の可能性はあるのか？③固有安全炉など新し 技術開発の可能性はあるのか

④核燃料サイクルはどのようにして確立できるのか？

⑤放射線リスクを低減する方法とその実現性は？

⑥中国を始めとするアジア諸国における原子力開発に果たす
日本の役割は？

⑦ ジ 地域 お る核 拡散はど う れる か⑦アジア地域における核不拡散はどのように図れるのか？日
本の役割は？



どうすれば原子力が理解されるのかどうすれば原子力が理解されるのか

国民

政府 住民

国民

【教育】 【広報】
【制度】 【技術】

地方自治体 電気事業・企業

マスコミ・NPO

研究機関

大学・教育機関



世界の一次ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量の地域別推移と見通し世界の 次 ﾈﾙｷ 消費量の地域別推移と見通し

億トン（石油換算）

2002→2030 世界 1.6倍164.9
億トン

中東 2 ０倍
億トン（石油換算）

ｱﾌﾘｶ 2．１倍160 144.0
億トン
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42% ＯＥＣＤ諸国 １.３倍
（日本、韓国を含む）
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0
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（出所）「WORLD ENERGY OUTLOOK 2004」
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原油価格の推移原油価格の推移

（単位：ドル／バレル）

※我が国の取引量が多い、サウジアラビア産「アラビアン・ライト」の価格推移。



Annex Ⅰの人口と排出量Annex-Ⅰの人口と排出量

２０００年 AnnexⅠ Non Annex Ⅰ２０００年 AnnexⅠ Non-Annex Ⅰ
人口 19.7％ 80.3％

GHG排出量 46％ 54％

Annex Ⅰ
人口：19.7％

Non-Annex Ⅰ
人口：80.3％

出典：IPCC、AR４（2007）





エネルギーと食料の自給率の比較
（2002年）

226 230

（2002年）

エネルギー自給率（原子力除く）

（％）
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部門別最終エネルギー消費量の推移部門別最終エネルギ 消費量の推移

400 000

（1010kcal）

1973→2002 全体 1 45倍400,000

運輸部門

1973→2002 全体 1.45倍

2.10倍
旅客 2.72倍

貨物 1 48倍
300,000

運輸部門

民生部門

貨物 1.48倍

家庭 2 30倍

200,000
民生部門 2.13倍

家庭 2.30倍

業務 1.97倍

100,000
産業部門 1.05倍

0

1973 80 90 2002（年度）

（出所）「エネルギー・経済統計要覧2004」



人為的GHGの放出量人為的GHGの放出量

放 換算２００４年のGHG放出量：４９Gt（CO2換算）
１９９０年から２４％増加

17.317.3

CO2(化石燃料）

CO2(その他）

56.6

14.3

そ 他）

N2O

Fガス

CH4

7.9

1.1
CH4

CO2(森林）

2.8 出典：IPCC、AR４（2007）


